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【練馬区自治基本条例区民懇談会第２回】           ２００５年６月２２日 
小原隆治（成蹊大学法学部） 

 
自治基本条例の考え方 

 
１、小さな政府、大きな自治体 
 □ 総体（国＋自治体）として日本は小さな政府 
 □ そのなかで小さな国、大きな自治体 
  ○ 公務員：国 100 万人、地方 300 万人 
  ○ 歳出規模：国 100 兆、地方 100 兆円 

○ 歳出純計：国 100 兆円＋地方 100 兆円＝160 兆円（40 兆円の移転） 
 □ 小さな市民自治をどうするか ○ 財政ストレス要因 

              ○ お任せ民主主義批判 
 
２、分権改革の成果 
 □ 1999 年分権一括法の制定 
  ○ 機関委任事務体制の呪縛からの解放 
  ○ 事務の変化：機関委任６対自治４から法定受託 2.5 対自治 7.5 へ 
 □ 分権推進委員会の自己抑制 
  ○ 国による縛りを解くことだけに自己抑制 
  ○ 官− 官分権？ 
  ○ 縛りが解けたあとに自治体レベルでどう自己規律するか 
 □ 残された三位一体改革の課題 
 
３、自治基本条例をどう考えるか 

□ 自治基本条例の課題 
○ 下からのインパクト− 大きな市民自治へ 
○ 上からのインパクト− 自治体レベルでの自己規律へ 

 □ 「自治体の憲法」という位置づけ 
  ○ 憲法の古典的な意味 
  ○ 公民「協働」／PPPs あるいは共治／ガバナンスという言葉 
  ○ 憲法の意味転換？ 
 □ 法体系のイメージ 
  ○ 国：自治基本法＋個別組織法・事業法 
  ○ 自治体：自治基本条例＋個別組織条例・事業条例 
  ○ 国− 自治体の瓢箪型法体系 
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４、条例制定をめぐるおもな論点 
 □ 最初で最大の論点− 主語をどう書くか 
  ◎ 先行例：在住、在勤、在学、在活動者の住民ミックス 
  ◎ 自治と制度の原点 
   ○ 現住所を起点とした負担・サービス・参加の三位一体原則 
   ○ 住民ミックスに三位一体原則をどう貫くか 
   ○ 排除や囲い込みではなく共生の論理 
 □ おもな内容カタログ 
  ○ 参加− 監視系列：情報公開、行政評価、オンブズパーソン 
  ○ 参加− 協働系列：住民投票、パブコメ、ｅデモ、地域コミュニティ 
 □ 焦点としての地域コミュニティ 
  ○ 意思決定・執行過程での「参加と協働」をいうなら不可欠条項 
  ○ 既存の町内会・自治会をどうするか− 閉鎖、抑圧、下請けの問題 
  ○ 公立学校選択制をどうするか 
  ○ 地域コミュニティに住民ミックスをどう貫くか 
 □ 特殊論点としての都区制度 
  ○ 基礎自治体ではあるが特別地方公共団体（≠ 憲法上の自治体） 
  ○ 自治の三位一体原則を大きく損なう都区財政調整制度 
  ○ 都区制度改革をどう展望するか 
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